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【市民意識調査結果】
維持

【成果指標】

年度
H30

(2018)

R3

(2021)

R6

(2024)
順位（R3⇒R6）

満足度 14.7 15.1 15.8

担当課 防災対策室、建設管理課、遊水地建設室、土木課

目標達成状況 【満足度と重要度による相関図】

重点維持

基本目標 地域で支え合う安全・安心なまち

評価

結果
基本施策

地域防災力の向上
　災害に強いまちづくりを推進するため、避難行動要支援者等に対する避難支援体

制の構築や災害応急体制を強化するとともに、防災意識の高揚や地域内での体制

づくりを通じて自助・共助・公助の精神を高め、地域防災力の向上を図ります。

指標名 現状値 方向性 指標の説明
R3

(2021)

R4

(2022)

R5

(2023)

改善 最重要改善

改善度 4.47 0.01 -7.44 18位/32施策⇒24位/32施策

18位/32施策⇒14位/32施策

重要度 0.484 0.508 0.506 17位/32施策⇒30位/32施策

Ｂ

自主防災組織率
38.9%

(H29)
↗

[自主防災組織のある地域の世帯数]

÷[市内全世帯数]×100　(H30末)
62.8% 64.4% 67.7% 69.1% Ａ

R6

(2024) 評価
防災拠点となる公共施設の耐

震化の状況
90.7%

(H28)
↗

[耐震化済施設数]÷[防災拠点となる公

共施設数]×100
98.4% 99.2% 99.2% 99.2%

8箇所 Ａ

非常食を常備している家庭の

割合
48.1%

(H30)
↗

食料や水などの非常食を常備している

割合
47.9% ー ー 35.9%

ー 57.7% Ａ

福祉避難所の指定数
2箇所
(H30)

↗ 地域防災計画に基づく福祉避難所数 3箇所 3箇所 3箇所

避難所の認知度
63.8%

(H30)

95.0%

↗

自宅から一番近い避難所と、そこまでの

経路を知っている人の割合
53.2% ー

取組と

成果

・地域における防災リーダー育成のための防災有資格者連絡会議については、市内を5ブロックに分けた地域ごとの取組みを進め、各ブロッ

クにおいて1回のブロック会議を開催した。また、有資格者の防災に関する知識の向上やスキルアップを図るとともに、防災活動に対する意識

高揚を図るため、全体研修会を1回開催した。R6年度から新たに、女性有資格者を対象に女性会議を開催した。（女性有資格者24名中14

名参加）

・市民参加の防災訓練については、東小学校で開催し、約150名が参加した。

・要望に応じて防災出前講座を実施し、家庭や地域における防災対策について啓発を行った。（26回496名参加）

・学校における防災教育の推進のため、R4年度から継続して防災チャレンジの取組みを実施し、児童・生徒に対して防災対策に係る体験等

を通じた啓発を行った。（15回1,850名参加）

●成果指標の評価を4区分で評価（平均点）A:4点　B:3点　C:2点　D:1点

　　　Ａ：現状値及び昨年値ともに向上　　　　　　　　　Ｃ：現状値より向上したが、昨年値より低下

　　　Ａ：現状値より低下したが昨年値より向上　　　   現状値より低下したが、昨年値とほぼ同数

　　　Ｂ：現状値及び昨年値とほぼ同数　　　　　　 　　Ｄ：現状値及び昨年値ともに低下

成果指標評価 3.3 A

分析

・市民意識調査における「満足度」は相対的に中程度であり、本施策に対する満足度との関連性を示す「重要度」は下位に位置している。改

善度は比較的低いが、引き続き施策の推進を図る。また、年齢区分別では、24歳以下の満足度が比較的高い傾向にあるが、年齢が高くなる

につれて不満の回答が満足を上回る傾向にある。

・防災拠点となる公共施設の耐震化状況は、前年度と同様、非耐震化施設が残り1施設となっている。

　【公共施設の耐震化状況】全国：96.2％、北海道92.4％　※R4年10月1日時点

・自主防災組織率は、昨年度から新たに1組織が設立され、1.4ポイント増加した。

　【自主防災組織率】全国：85.4％、北海道75.6％　※R5年4月1日時点

　【福祉避難所の指定数】市内の要配慮者施設を運営している民間事業者に対して福祉避難所の指定について意向調査を行い、受け入れ

が「可能」、又は「検討したい」と回答のあった施設の中から、施設の位置や設備等の状況を踏まえて検討した結果、新たに5事業者と協定

を締結し、福祉避難所指定数は８箇所となった。

Ｄ

停電への備えをしている家庭の

割合
64.4%

(H30)
↗

暖房器具、携帯電話の充電器具、電灯

器具等を有する割合の平均
60.0% ー ー 63.2% Ａ

現

状

維

持

順調

概ね順調

やや遅れ 現状維持

遅れ
成
果

進捗 1 2 3 4

1

2

3

4

・満足度～全回答数に占める満足と回答した割合（数値が大きくなるほど満足度の度合いが高くなります。）【0～100】

・重要度～施策全体の満足度と個別施策の満足度の相関関係により指標化（数値が大きくなるほど施策全体の満足度との関係性が強く、重要度が高くなり

ます。）【-1～1】

・改善度～重要度に対する満足度の水準から改善の必要性を指標化（数値が大きくなるほど改善の必要性は高く、数値がマイナスの場合は改善の必要性が

低いことを示します。）【2024年調査：-30.68～21.78】

重要度偏差値

満足度偏差値

R6

1



●重点事業の評価を4区分で評価（平均点）A:4点　B:3点　C:2点　D:1点

【達成度】 【有効性】 【効率性】

A 十分である 非常に有効 改善の余地なし

B 概ね十分である 有効 概ね効率が良い

C やや不十分である やや有効でない 改善の余地あり

D 不十分である 有効でない 大きく改善の余地あり

（単位：千円）

現況と

課題

・世代を問わず防災への関心が高まるように、出前講座などの啓発活動を強化するとともに、自主防災組織や防災有資格者の活用による地

域防災の推進を図る。

・市民が避難所への避難を躊躇しないように避難所におけるペット避難の受入れなどの特別な事情における避難について啓発する。

・避難行動要支援者制度の取組みにより、要支援者の個別避難計画を町会・民生委員等へ提供し、地域における避難支援体制作りを促進

している。一方で、体制作りや防災への意識において、地域ごとに温度差があるため、支援体制の整備が進んでいない地域への取組みにつ

いて検討が必要。

今後の

方向性

・『自分の命は自分で守る』という災害対応の基本に則り、自助の取組みを推進するため、出前講座をはじめ、市ホームページや広報紙を通

じて市民の防災意識の向上を図る。また、共助の取組みを推進するため、防災活動支援補助金の積極的な活用による自主防災組織や防災

資格者などの地域人材の拡充を図る。

・岩見沢市メールサービスを推進するほか、既存の情報技術の活用や新たな情報伝達方法の検討により、災害情報を受けることができてい

ない層への情報伝達を図る。

事業評価 3.0 B

事務事業一覧

事務事業名 事業概要
事業費

上段:事業費　中段:職員数　下段:総事業費（人件費含む）

Ｒ4実績

防災対策事業

（緊急告知ＦＭ放送整

備事業含む）

・市民参加による防災訓練（東小で開催約150名が参加）

・出前講座の開催（26回）　　・防災チャレンジの開催（15回）

・職員防災訓練　4回（災害対策本部運営訓練1回、職員防災訓練1回、避難所運営

チーフ研修1回、防災関係機関による訓練1回）

・自主防災組織率　69.1％　　　　・防災活動補助（町会等）　件数　7件

・防災資格取得費助成件数　11件　（防災資格取得者累計：270人）

・防災有資格者連絡会議（全体会議0回・ブロック会議5回・全体研修会1回・女性会議

1回）

・岩見沢市メールサービス登録件数　5,710件　・緊急告知FMラジオ普及率 16.31％

Ｂ Ｂ Ｂ

【防災対策室】

重点事業の実績

事務事業名 事業の実績
評価

達成度 有効性 効率性

― ―

【防災対策室】

(6.0人)

【防災対策室】 70,123 73,180 75,873

-

緊急告知ＦＭ放送

整備事業

Ｊアラートと連動し地域ＦＭへの割込放送を行う「緊急告知ＦＭラジオ」に

より、災害情報やミサイル発射などの国民保護情報を自動起動し提供

する専用ラジオの普及を促進し、災害時における安全安心を確保。

事務事業番号

１に集約

R5実績 R6実績

1
防災対策事業

地域における自主防災活動を推進し、市民参加の防災訓練や出前講座

により防災意識の向上を図るほか、避難所で必要となる備蓄品の管理

や、防災関係システムの管理運用を行い、防災・減災対策を推進する。

27,523 29,980 32,073

(6.0人) (6.0人)

(0.1人) (0.1人) (0.1人)

【土木課】

(1.0人) (1.0人)

【建設管理課】 11,737 13,292 21,742

12,359 44,200 30,000

3
河川管理事業

・普通河川の内、12河川に設置されている樋門、樋管（98門）の管理・

操作を北海道と委託契約し、樋門管理者へ依頼する。

・パトロール等からの報告・通報により現況を把握し、油類等の流入や不

法投棄などに対応し、河川の環境管理を図る。

・地元住民、市、河川管理者が連携して、河川や水辺の整備・利活用と

関連したまちづくりを行う。

4,637 6,092 14,442

(1.0人)

2
災害応急対策事業

災害時において、緊急的な対応を迅速・的確に行い、市民の生命・財産

を守るなど、安全安心を確保。
12,359 44,200 30,000

(0.0人) (0.0人) (0.0人)

【防災対策室】

【外部評価意見】

(0.0人) (0.0人)

【遊水地建設室】 8,689 9,228 9,658

35,100 33,053 26,835

5

北村地区地域再編

推進事業

北村遊水地事業を円滑に進めるため、事業の推進に伴う産業や土地利

用の動向、また、関係者の意向や地域の課題を踏まえ、北村地区の地域

再編及び地域振興を推進する。

8,689 9,228 9,658

(0.0人)

4
河川維持事業

・河川の草刈りや浚渫等を行い、台風等の強雨時に河川堤防からの越

水を未然に防止。

・緊急浚渫推進事業債（R3～）を活用し、事業の促進を図る。

34,390 32,333 26,105

2
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【市民意識調査結果】
維持

【成果指標】

基本目標 地域で支え合う安全・安心なまち

評価

結果
基本施策

総合的な雪対策の推進
　冬期間の安全・安心な暮らしを確保するため、地域や事業者との協働により、効率

的な除排雪体制の構築や地域自主排雪に対する支援を行うとともに、高齢者世帯

等の除雪弱者への支援など、地域のニーズに即した「総合的な雪対策」を推進しま

す。

担当課 高齢介護課、土木課

31.2 26.5 4位/32施策⇒1位/32施策

重要度 0.457 0.472 28位/32施策⇒31位/32施策

目標達成状況 【満足度と重要度による相関図】

重点維持

年度
H30

(2018)

R3

(2021)

R6

(2024)
順位（R3⇒R6）

満足度 37.6

R5

(2023)

R6

(2024) 評価
総合的な雪対策に対する市民

の評価
新規

雪対策について、「評価する」又は「ある

程度評価する」と回答した割合
53.6% ー ー

指標名 現状値 方向性 指標の説明
R3

(2021)

R4

(2022)

改善 最重要改善

改善度 -11.07 -16.22 30位/32施策⇒31位/32施策

0.484

-29.55

-

地域自主排雪実施町会・自治

会数
32町会

(H28)
↗

地域自主排雪を実施した町会・自治会

数の合計
41町会 40町会 40町会 42町会 Ａ

63.5% Ａ

農業用GPSガイダンス装置に

よる除排雪実施延長距離
24%

(H28)
↗

未除雪路線延長のうち、GPSガイダンス

装置による除排雪作業の実施割合
100% 100% 100% 100%

478件 Ｂ

除排雪機械保有台数
44台

(H30)
→

タイヤショベルやロータリ車などの保有

台数
45台 46台 46台 46台

198件 310件 Ａ

間口置き雪除雪助成件数
164件
(H30)

↗
道路除雪後に、家の間口に残った雪処

理の助成件数
405件 461件 494件

屋根雪下ろし助成件数
257件
(H30)

↗ 屋根の雪下ろし等の助成件数 358件 299件

分析

・市民意識調査における「満足度」は最も高く、本施策に対する満足度との関連性を示す「重要度」は下位に位置している。改善度は低い

が、引き続き施策の推進を図る。また、年齢区分別では、どの年齢層でも満足度は高く、不満の回答割合が下がったことから、前回調査に比

べて全体的に満足度は上昇している。

・令和元年度より、対象となる全未除雪路線においてGPSガイダンス装置による雪割作業が可能となった。

・地域自主排雪実施町会・自治会数は、令和5年度より増加した。新規に実施する町会もあり、全体の新規に実施する町会数は増加している

傾向である。（新規町会数　R3：2町会　R4：1町会　R5：1町会 R6：0町会）

・屋根の雪下ろし助成の件数は、降雪量の影響を受け、現状値及び昨年値ともに向上した。

・間口置き雪除雪助成の件数は、昨年値と比較すると減少しているが、現状値と比較すると大幅な増加となっている。

取組と

成果

・全庁体制による除排雪対策本部での対応や直轄機動班などによる迅速且つきめ細かな除排雪作業の実施により、交通の確保に努めた。

・未除雪路線に対し、GNNSガイダンス装置を利用した雪割作業を実施することで、作業の安全性及び効率性の向上が図られた。

・除排雪作業支援及び除排雪対策本部業務の効率化を目的とした除排雪管理システムの構築に向けた実証実験を開始し、ICTの活用に

よる作業データの蓄積及び効率性等の検証が進められた。

・令和6年度に岩見沢市の除排雪体制や取組を紹介する動画「雪に負けないまちづくりへ 岩見沢市の除排雪」を制作し、岩見沢市公式

YouTubeチャンネルでPRを実施。（再生回数：約6,000回）

・冬のくらし支援の申請件数（R5：868世帯→R6：918世帯）、助成総数（R5：757件→R6：857件）ともに増加しており、広報誌やホーム

ページ、パトロールの際のチラシ配り、YouTubeチャンネルなどのPRにより、冬のくらし支援制度の認知度の向上が図られているものと考え

られる。

Ｂ

●成果指標の評価を4区分で評価（平均点）A:4点　B:3点　C:2点　D:1点

　　　Ａ：現状値及び昨年値ともに向上　　　　　　　　　Ｃ：現状値より向上したが、昨年値より低下

　　　Ａ：現状値より低下したが昨年値より向上　　　   現状値より低下したが、昨年値とほぼ同数

　　　Ｂ：現状値及び昨年値とほぼ同数　　　　　　 　　Ｄ：現状値及び昨年値ともに低下

成果指標評価 3.6 A

現

状

維

持

順調

概ね順調

やや遅れ 現状維持

遅れ
成
果

進捗 1 2 3 4

1

2

3

4

・満足度～全回答数に占める満足と回答した割合（数値が大きくなるほど満足度の度合いが高くなります。）【0～100】

・重要度～施策全体の満足度と個別施策の満足度の相関関係により指標化（数値が大きくなるほど施策全体の満足度との関係性が強く、重要度が高くなり

ます。）【-1～1】

・改善度～重要度に対する満足度の水準から改善の必要性を指標化（数値が大きくなるほど改善の必要性は高く、数値がマイナスの場合は改善の必要性が

低いことを示します。）【2024年調査：-30.68～21.78】

重要度偏差値

満足度偏差値

R6

外部評価対象施策

3



●重点事業の評価を4区分で評価（平均点）A:4点　B:3点　C:2点　D:1点

【達成度】 【有効性】 【効率性】

A 十分である 非常に有効 改善の余地なし

B 概ね十分である 有効 概ね効率が良い

C やや不十分である やや有効でない 改善の余地あり

D 不十分である 有効でない 大きく改善の余地あり

（単位：千円）

今後の

方向性

・現状の除排雪レベルを維持し作業を継続していくが、除排雪経費が増大しているため効率化を進める。

・ICTを活用した除雪作業の支援により、除雪機械のオペレーターの高齢化、経験不足を補完し、担い手不足への対応を進める。

・補助金等を活用し、計画的に老朽化した除排雪機械の更新を進める。

・本市の優れた除排雪体制を、引き続き、市内外に積極的に発信していく。

・雪を置くスペースの不足や間口の置き雪に困っている市民は多く、助成ニーズは大きいと考えられ、今後も助成件数の増に向け、更なる周

知を実施していく。

重点事業の実績

事務事業名 事業の実績
評価

達成度 有効性 効率性

現況と

課題

・安全・安心な交通の確保のため、きめ細かな除排雪作業を実施しているが、人件費や燃料費等の上昇及び積算基準の改定に伴い除排雪

経費が増大していることから効率化を進める必要がある。

・除雪機械のオペレーターの高齢化、担い手不足への対応を進めるため、ICTを活用した除排雪作業の支援の拡充が必要である。

・除排雪機械の老朽化に伴う故障等により、除排雪作業へ支障をきたすことが無いように、機械の更新を進める必要がある。

・屋根の雪下ろし、間口置き雪除雪、定期排雪のいずれも助成件数は増加しており、制度の利用が進んでいる。しかし、地域によっては「除雪

作業を引き受けてくれる事業者がいない」という声もあり、今後の需要と供給のバランスを注視する必要がある。

事業評価 3.2 B

事務事業一覧

事務事業名 事業概要
事業費

上段:事業費　中段:職員数　下段:総事業費（人件費含む）

R4実績

高齢者・障がい者の冬

のくらし支援事業

(1)町会等除雪ボランティア支援　1,016世帯

(2)冬のくらし支援事業（屋根雪下ろし助成、間口置き雪除雪助成、定期排雪助成）

　・事前登録件数　892件　　・登録事業者数　63社

　・広報9月号・HP掲載、居宅介護支援事業所への周知などを実施

Ｂ Ａ Ｂ

【高齢介護課】

除排雪事業
・道路除雪延長L=963.7ｋｍ、運搬排雪延長L=147.4ｋｍ

・農業用GPSガイダンス装置利用による未除雪路線雪割延長L=142.6ｋｍ

・除雪用機械保有台数46台 Ｂ Ｂ Ｂ

【土木課】

(3.5人)

【土木課】 1,960,121 1,937,867 2,185,790

2

高齢者・障がい者の

冬のくらし支援事業

自力で除排雪が困難な高齢者等の世帯に対し、冬期間における日常生

活の安全確保を図る。
24,094 23,923

R5実績 R6実績

1
除排雪事業

車道除雪、歩道除雪、運搬排雪、雪堆積場管理、直轄機動班による日常

的な除排雪作業を実施。
1,930,301 1,912,667 2,160,240

(4.2人) (3.5人)

【外部評価意見】

25,540

(0.5人) (0.5人) (0.5人)

【高齢介護課】 27,644 27,523 29,190
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令和7年度　岩見沢市施策評価シート

1

3

【市民意識調査結果】
維持

【成果指標】

基本目標 地域で支え合う安全・安心なまち

評価

結果
基本施策

消防・救急体制の充実
　市民の尊い生命や財産を守るため、関係機関・団体等とも連携し、火災予防対策

を推進するとともに、消防力の強化と救急・救助体制の充実を図ります。

担当課 総務課（消防本部）

36.2 33.2 34.5 1位/32施策⇒2位/32施策

重要度 0.393 0.450 0.457 31位/32施策⇒32位/32施策

目標達成状況 【満足度と重要度による相関図】

重点維持

年度
H30

(2018)

R3

(2021)

R6

(2024)
順位（R3⇒R6）

満足度

R5

(2023)

R6

(2024) 評価

火災発生件数
24件

(H29)
↘ 岩見沢市内の火災発生件数 37件 32件 26件

指標名 現状値 方向性 指標の説明
R3

(2021)

R4

(2022)

改善 最重要改善

改善度 -21.74 -25.95 -30.68 32位/32施策⇒32位/32施策

Ｄ

消防訓練参加者数
36,489人

(H28)
↗ 消防訓練に参加した市民の数 6,140人 12,047人 26,203人 26,453人 Ｂ

23件 Ａ

消防団員充足率
90.4%

(H28)
↗

岩見沢地区消防事務組合消防団条例で規定

された定数に対する消防団員数の割合
86.7% 83.5% 82.9% 78.9%

3人 Ｂ

●成果指標の評価を4区分で評価（平均点）A:4点　B:3点　C:2点　D:1点

　　　Ａ：現状値及び昨年値ともに向上　　　　　　　　　Ｃ：現状値より向上したが、昨年値より低下

　　　Ａ：現状値より低下したが昨年値より向上　　　   現状値より低下したが、昨年値とほぼ同数

　　　Ｂ：現状値及び昨年値とほぼ同数　　　　　　 　　Ｄ：現状値及び昨年値ともに低下

成果指標評価 2.8 A

1,369人 1,336人 Ｂ

指導救命士の人数 0人
2人

↗

救急救命士等への教育・指導等を行う

者
2人 3人 3人

救急講習受講者数
1,961人

(H29)
↗

救命処置の普及のための講習を受講し

た市民の数
386人 454人

分析

・市民意識調査における「満足度」は相対的に高く、本施策に対する満足度との関連性を示す「重要度」は最下位に位置している。改善度は

低いが、引き続き施策の推進を図る。また、年齢区分別では、全体的に満足度は高く、前回同様の傾向となっている。

・火災発生件数は３年連続の減少となり、現状値からみても向上している。引き続き火災件数減少のため、各種火災予防施策を推進してい

く。

・消防団員充足率は下降傾向にあり、後年のなり手不足による低下も見据えた長期的視点での啓発等の継続を要する。

【R6.4.1現在　消防団員充足率】全国85.4％、北海道81.5％、岩見沢市：78.9％

・消防訓練参加者数は前年を上回る人数となり、近年の火災や地震災害等の事例を広く周知し、今後においても防災意識の向上に努め取

組みを実施していく。

・救急講習受講者数について、前年度から新型コロナウィルス感染症の影響から回復してきてはいるものの、コロナ前の水準（28,211人）

に満たない現状である。

・指導救命士の人数について、目標値を超える3名体制を維持できている。

取組と

成果

・消防訓練において、各事業所が事前相談時において、施設の構造や間取り、従業員数や事業形態の実態に応じた避難方法を考慮するな

ど市民の火災予防意識向上が見られる。また、訓練参加者数にあっても昨年値を上回るなど、市民の火災予防意識の向上に向けて消火・通

報・避難訓練内容と参加者数の両面で成果を上げることができている。

・指導救命士の人数は合計3名と目標値を上回る体制を構築することができている。

・救急講習の普及啓発活動を活発化させるべく、国の実施要綱に則した内容への改正に向けて精査しているところである。

現

状

維

持

順調

概ね順調

やや遅れ 現状維持

遅れ
成
果

進捗 1 2 3 4

1

2

3

4

・満足度～全回答数に占める満足と回答した割合（数値が大きくなるほど満足度の度合いが高くなります。）【0～100】

・重要度～施策全体の満足度と個別施策の満足度の相関関係により指標化（数値が大きくなるほど施策全体の満足度との関係性が強く、重要度が高くなり

ます。）【-1～1】

・改善度～重要度に対する満足度の水準から改善の必要性を指標化（数値が大きくなるほど改善の必要性は高く、数値がマイナスの場合は改善の必要性が

低いことを示します。）【2024年調査：-30.68～21.78】

重要度偏差値

満足度偏差値

R6
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●重点事業の評価を4区分で評価（平均点）A:4点　B:3点　C:2点　D:1点

【達成度】 【有効性】 【効率性】

A 十分である 非常に有効 改善の余地なし

B 概ね十分である 有効 概ね効率が良い

C やや不十分である やや有効でない 改善の余地あり

D 不十分である 有効でない 大きく改善の余地あり

（単位：千円）

消防通信指令施設整備事

業

消防指令センターのサーバ系システムの更新整備を実施。

Ａ Ａ Ａ

【総務課（消防本部）】

今後の

方向性

・消防訓練や救急講習について、今後とも機会を捉えて啓発活動等情報発信を進めるとともに、情勢に即した活動内容となるよう創意工夫

に努める。

・現在も行っているイベント等での消防団員募集活動を継続的に実施するとともに、地元企業へ団員募集ポスターの掲示依頼を行い市民が

目にする機会を増やすほか、在籍する消防団員が今後も消防団活動を継続できるように活動の負担を軽減するため、各中隊の再編を視野

に入れ、充足率の引き上げを目指す。

重点事業の実績

事務事業名 事業の実績
評価

達成度 有効性 効率性

現況と

課題

・消防車両の計画的な更新整備や指導救命士・救急救命士の育成等、消防・救急体制の充実が図られ、火災発生件数の減少などの成果

につながっている。引き続き、地域住民等への意識醸成や各種事業を積極的に推進していく。

・防災訓練・消防フェア等の各種行事を通じて消防団員募集活動を積極的に行っている。これにより、令和4年度15名、令和5年度18名、令

和６年度15名と各年二桁の入団者がいるものの、郊外地区の急速な人口減少や生業の多忙さ、転勤などの理由により退団者数が入団者

数を上回り充足率が低下している。

消防車両整備事業

令和６年度から令和7年度にかけて災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車１台の更新

を整備計画に基づき実施。令和7年度中に完了予定。

Ａ Ａ Ａ

【総務課（消防本部）】

R5実績 R6実績

1

岩見沢地区消防事務

組合負担金

消防に係る事務については、一部事務組合を設置し処理していることか

ら、消防組織法第8条に基づき、当該事務組合の経費を負担
1,255,952 1,275,670 1,273,957

－ －

事業評価 4.0 A

事務事業一覧

事務事業名 事業概要
事業費

上段:事業費　中段:職員数　下段:総事業費（人件費含む）

R4実績

－

【総務課（消防本部）】 1,255,952 1,275,670 1,273,957

【外部評価意見】
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令和7年度　岩見沢市施策評価シート

1

4

【市民意識調査結果】
維持

【成果指標】

担当課 市民連携室

目標達成状況 【満足度と重要度による相関図】

基本目標 地域で支え合う安全・安心なまち

評価

結果
基本施策

安全・安心な生活環境の確保
　市民が安心して暮らせる地域社会の実現に向け、地域が一体となって、防犯や交

通安全に対する意識醸成を図るとともに、防犯活動や交通安全対策を推進します。

　また、消費者被害やトラブルを未然に防ぐとともに、消費生活の安定と向上を図る

ため、相談体制の強化や情報提供・啓発活動の充実に努めます。

改善 最重要改善

改善度 -3.49 -3.49 -13.22 27位/32施策⇒29位/32施策

25.3 5位/32施策⇒6位/32施策

重要度 0.463 0.517 0.523 14位/32施策⇒26位/32施策

重点維持

年度
H30

(2018)

R3

(2021)

R6

(2024)
順位（R3⇒R6）

満足度 22.1 26.3

127件 Ａ

刑法犯認知件数
344件
(H29)

↘ 市内の刑法犯の認知件数 215件 195件 197件 221件

R5

(2023)

R6

(2024) 評価

交通事故発生件数
137件
(H29)

↘
市内の道路で車両等によって起きた人

身事故の件数
145件 148件 163件

指標名 現状値 方向性 指標の説明
R3

(2021)

R4

(2022)

取組と

成果

・交通安全教室を通じて、園児や児童に基本的な交通ルール等、また老人クラブ等では高齢者に向けた交通安全講話等を実施し、年代別、

段階別に学習機会の提供を行うとともに、春夏秋冬の期別運動による啓発活動を実施することができた。

・さっぽろ連携中枢都市圏の枠組みで、民間事業者の協力による免許返納者に対する特典付与を令和２年度より継続して実施している。

・防犯協会と連携し、街頭啓発活動、防犯メールの配信、FMはまなす・IHK等での注意喚起を行うことができた。

・消費者被害の防止のため、高齢者向けの消費者講座の開催や広報活動を継続するとともに、成人年齢の引き下げに伴う注意喚起に向け

た取組として、リーフレットを作成し、市内の各高校に配付し注意を呼びかけることができた。

現況と

課題

・交通弱者と言われる、高齢者、子ども、障がい者等の歩行者の安全を確保するとともに、高齢者ドライバーおよび自転車運転者に対する注

意喚起が必要である。

・特殊詐欺被害が増加していることから、警察とも連携し、市民、特に高齢者に対しての注意喚起が必要である。

●成果指標の評価を4区分で評価（平均点）A:4点　B:3点　C:2点　D:1点

　　　Ａ：現状値及び昨年値ともに向上　　　　　　　　　Ｃ：現状値より向上したが、昨年値より低下

　　　Ａ：現状値より低下したが昨年値より向上　　　   現状値より低下したが、昨年値とほぼ同数

　　　Ｂ：現状値及び昨年値とほぼ同数　　　　　　 　　Ｄ：現状値及び昨年値ともに低下

成果指標評価 3.3 A

分析

・市民意識調査における「満足度」は相対的に高いが、本施策に対する満足度との関連性を示す「重要度」は下位に位置している。改善度は

比較的低いが、引き続き施策の推進を図る。また、年齢区分別では、 30～34歳では満足度がやや低いものの、概ねどの年齢層においても

満足度が高い傾向にある。

・交通事故発生件数は、現状値及び昨年値比でいずれも減少しているが、事故の3割強は高齢ドライバーによるものであり、今後も交通事故

発生を抑制していくためには、高齢者に対する交通安全対策が必要である。

・刑法犯認知件数は、昨年値比で増加しており、その半数以上が窃盗犯である。引き続き犯罪減少に向けた啓発活動等の取り組みを行う必

要がある。

・消費生活に関する相談件数は、昨年値比で増加しており、主に通信販売に関わる相談が増加している。相談者の半数以上が60歳以上で

あることから、高齢者に向けた消費者トラブルの防止対策等の周知が必要である。

Ｃ

消費生活等に関する相談件数
356件
(H29)

↗
消費者センターに寄せられた消費生活

等に関する相談件数
278件 298件 270件 303件 Ａ

現

状

維

持

順調

概ね順調

やや遅れ 現状維持

遅れ
成
果

進捗 1 2 3 4

1

2

3

4

・満足度～全回答数に占める満足と回答した割合（数値が大きくなるほど満足度の度合いが高くなります。）【0～100】

・重要度～施策全体の満足度と個別施策の満足度の相関関係により指標化（数値が大きくなるほど施策全体の満足度との関係性が強く、重要度が高くなり

ます。）【-1～1】

・改善度～重要度に対する満足度の水準から改善の必要性を指標化（数値が大きくなるほど改善の必要性は高く、数値がマイナスの場合は改善の必要性が

低いことを示します。）【2024年調査：-30.68～21.78】

重要度偏差値

満足度偏差値

R6
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●重点事業の評価を4区分で評価（平均点）A:4点　B:3点　C:2点　D:1点

【達成度】 【有効性】 【効率性】

A 十分である 非常に有効 改善の余地なし

B 概ね十分である 有効 概ね効率が良い

C やや不十分である やや有効でない 改善の余地あり

D 不十分である 有効でない 大きく改善の余地あり

（単位：千円）

今後の

方向性

・交通安全計画の基本理念に基づき、交通事故の防止に向けた取組みを積極的に行い、安全で安心できる市民生活を確保できるよう地域

特性に応じた施策を実施していく。

・特殊詐欺被害が増加傾向にあることから、老人クラブや高齢者向けの出前講座を実施するほか、警察と連携した防犯情報の提供など、啓

発や注意喚起の取組みを進め、今後も気軽に消費者センターに相談してもらえる環境を整備していく。

消費生活安定向上事業
・相談件数　303件

・消費者トラブル救済件数　52件　救済金額　2,178,461円

・地域講座　2回　25人 Ｂ Ｂ Ｂ

【市民連携室】

交通安全対策事業
・交通安全教室開催　46回　3,748人

・交通指導員指導出動数　延べ55回　303人

・児童交通安全指導員登下校指導日数　延べ1,669日 Ｂ Ｂ Ｂ

【市民連携室】

重点事業の実績

事務事業名 事業の実績
評価

達成度 有効性 効率性

R5実績 R6実績

1
交通安全対策事業

・生涯にわたる交通安全運動の推進（年代別交通安全教室の開催）

・交通安全対策（各期交通安全運動の推進、各団体との連携強化）

・交通安全指導の強化（交通安全指導員、児童交通安全指導員による

街頭指導、交通安全確保）

12,681 13,275 14,612

(1.2人) (1.2人)

事業評価 3.0 B

事務事業一覧

事務事業名 事業概要
事業費

上段:事業費　中段:職員数　下段:総事業費（人件費含む）

R4実績

14,422

(0.6人) (0.6人) (0.6人)

【市民連携室】 18,033 17,129 18,802

(1.2人)

【市民連携室】 21,201 21,915 23,372

2

町会等管理街路灯維

持支援事業

・町会・商店街組合等が管理する街路灯の維持（電気料）・電球取替

（水銀灯・ナトリウム灯）5割、街路灯設置経費（新設・切替・腐食取替、

ポール設置費除く）のナトリウム灯、省エネタイプ5割を報償金として交

付。

13,773 12,809

(0.5人) (0.5人)

【市民連携室】 9,981 10,122 10,422

4,208 4,315 4,313

4

消費生活安定向上事

業

・消費者センター運営委託　・消費者相談、苦情等の処理　・消費生活展

の実施　・若年者への消費者教育、高齢者、社会的弱者への啓発　・岩

見沢市消費者被害防止ネットワークの運営

6,431 6,522 6,772

(0.5人)

3

市民の安全と安心を

高める推進事業

・岩見沢地区防犯協会の下部組織として岩見沢市防犯協会を組織し、

防犯活動を支援。

・暴排条例の周知啓発活動。

2,078 2,155 2,123

(0.3人) (0.3人) (0.3人)

【市民連携室】

【外部評価意見】
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令和7年度　岩見沢市施策評価シート

1

5

【市民意識調査結果】
維持

【成果指標】

担当課 市民連携室、市民サービス課、北村支所、栗沢支所、生涯教育課

目標達成状況 【満足度と重要度による相関図】

基本目標 地域で支え合う安全・安心なまち

評価

結果

基本施策

地域コミュニティの活性化
　市民の参画と協働のもと、市民が主体となって地域課題を解決していくための取

組みを支援することにより、地域コミュニティ機能の維持・向上と活性化を図ります。

改善 最重要改善

改善度 -7.71 -4.66 -8.97 23位/32施策⇒27位/32施策

18.0 12位/32施策⇒9位/32施策

重要度 0.381 0.495 0.508 22位/32施策⇒29位/32施策

重点維持

年度
H30

(2018)

R3

(2021)

R6

(2024)
順位（R3⇒R6）

満足度 16.3 18.1

80.1% Ｃ

まちづくり基本条例を認知して

いる市民の割合
新規 ↗

本条例について「よく知っている」又は

「ある程度知っている」と回答した割合
11.7% ー ー 10.8％

R5

(2023)

R6

(2024) 評価

町会・自治会加入率
83.5%

(H29)
↗

市内の全世帯に占める町会加入世帯の

割合
81.7% 81.2% 80.5%

指標名 現状値 方向性 指標の説明
R3

(2021)

R4

(2022)

●成果指標の評価を4区分で評価（平均点）A:4点　B:3点　C:2点　D:1点

　　　Ａ：現状値及び昨年値ともに向上　　　　　　　　　Ｃ：現状値より向上したが、昨年値より低下

　　　Ａ：現状値より低下したが昨年値より向上　　　   現状値より低下したが、昨年値とほぼ同数

　　　Ｂ：現状値及び昨年値とほぼ同数　　　　　　 　　Ｄ：現状値及び昨年値ともに低下

成果指標評価 1.3 C

分析

・市民意識調査における「満足度」は相対的に高いが、本施策に対する満足度との関連性を示す「重要度」は下位に位置している。改善度は

低いが、引き続き施策の推進を図る。また、年齢区分別では、39歳までの満足度が比較的高いものの、年齢が上がるにつれて満足度が下

がる傾向にあり、 70～74歳における不満が最も高くなっ ている。

・町会加入は、町会連合会と連携しながら、取組みを進めているが、加入率が80.1％（R6.12.31現在）となり、前年度から0.4%減、現状値

から3.4%減となっているが、札幌市より加入率は高い。　【参考】札幌市の町会加入率：68.9％（R7.1.1現在）

・まちづくり基本条例の認知度の設問では、「よく知っている（0.8％）」、「ある程度知っている（10.0％）」と回答した市民の割合は合わせて

10.8％で、R3の11.7％より0.9ポイント下落しており、経年比較では減少傾向となっている。

【H30　20.6％　R3　11.7％　R6　10.8％】

・「市民が参画するまちづくりへの参画に関心がある」の設問では、「とてもあてはまる（5.6％）」、「少しあてはまる（21.3％）」と回答した市

民の割合は合わせて26.9％で、R3の27.7%より0.8ポイント下落しているが、経年比較では概ね横ばいで推移している。

【H30　26.2％　R3　27.7％　R6　26.9％】

Ｄ

まちづくりへの参画に関心があ

る市民の割合
新規

まちづくりに関心があるに「とてもあてはまる」又は「少

しあてはまる」と回答した割合
27.7% ー ー 26.9％ Ｄ

取組と

成果

・町会、自治会への加入については、転入者に対し、町会・自治会加入促進チラシ及び加入申込書を窓口で配付している。毎年、転入者から

居住地の町会・自治会に関する問い合わせが来ていることから、一定の効果はあると考える。

・市広報誌において、町会の活動や役割を紹介するとともに、加入の必要性を広く市民に呼びかける取組みを実施。

・岩見沢地方宅建協会にアパート入居者へ町会加入促進チラシの配付を依頼（町会連合会と連携）。※配付実績：500枚　／年

・北海道教育大学岩見沢校に対し、新入学生を対象に町会加入促進チラシの配付を依頼（町会連合会と連携）。※配付実績：200枚／年

・まちづくり基本条例の周知については、市広報誌での特集記事やパンフレットの配付により実施。令和2年度より校長会及び教頭会におい

て小中学校での出前講座の開催を依頼し、要望のある学校において開催しているほか、小学生向けパンフレットを作成・配付し、若年層への

普及啓発を行っている。

現況と

課題

・町会、自治会の加入率については、人口減少が進行する状況下において、上記のような加入率の向上に資する取り組みを進めているが、横

ばいでとどまっている。

・地域コミュニティ活性化事業交付金については、市内26地区協すべて利用希望がある（R6利用実績：25地区協）。新型コロナウイルス感

染症の流行の影響により、実施に苦慮している地区があったが、流行の収束に伴い、事業が実施され活動内容が流行前に戻ってきている。

現

状

維

持

順調

概ね順調

やや遅れ 現状維持

遅れ
成
果

進捗 1 2 3 4

1

2

3

4

・満足度～全回答数に占める満足と回答した割合（数値が大きくなるほど満足度の度合いが高くなります。）【0～100】

・重要度～施策全体の満足度と個別施策の満足度の相関関係により指標化（数値が大きくなるほど施策全体の満足度との関係性が強く、重要度が高くなり

ます。）【-1～1】

・改善度～重要度に対する満足度の水準から改善の必要性を指標化（数値が大きくなるほど改善の必要性は高く、数値がマイナスの場合は改善の必要性が

低いことを示します。）【2024年調査：-30.68～21.78】

重要度偏差値

満足度偏差値

R6
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●重点事業の評価を4区分で評価（平均点）A:4点　B:3点　C:2点　D:1点

【達成度】 【有効性】 【効率性】

A 十分である 非常に有効 改善の余地なし

B 概ね十分である 有効 概ね効率が良い

C やや不十分である やや有効でない 改善の余地あり

D 不十分である 有効でない 大きく改善の余地あり

（単位：千円）

市民参画・協働のまち

づくり推進事業

・基本条例推進委員会の開催　２回

・地域コミュニティ活性化事業交付件数　２５地区協議会

Ｂ Ｂ Ｂ

【市民連携室】

重点事業の実績

事務事業名 事業の実績
評価

達成度 有効性 効率性

今後の

方向性

・今後も市と町会連合会で連携し、取組みを推進していく必要がある。

・令和3年度に設置した、まちづくり支援窓口を活用しながら、市民活動の支援や普及啓発を行い、地域コミュニティの活性化を図っていく。

・まちづくり出前講座を学校で開催いただけるよう、小中学校への働きかけを継続していく。

R5実績 R6実績

1
市民活動促進事業

地域課題の解決・環境美化により、コミュニティづくりの活性化・意識高

揚を図り、良好な地域社会を形成することを目的とし、花いっぱい運動に

よる地域住民意識交流の増進と市民憲章の推進によるまちづくり・人づ

くりを進める。

8,053 7,528 7,092

(0.8人) (0.8人)

事業評価 3.0 B

事務事業一覧

事務事業名 事業概要
事業費

上段:事業費　中段:職員数　下段:総事業費（人件費含む）

R4実績

10,044

(0.8人) (0.8人) (0.8人)

【市民連携室】 15,826 16,014 15,884

(0.8人)

【市民連携室】 13,733 13,288 12,932

2

市民参画・協働のまち

づくり推進事業

岩見沢市まちづくり基本条例の周知活動等や推進委員会の運営に取り

組んでいくとともに、基本条例の中で定めているまちづくりの基本理念

や基本原則に基づいた取り組みの推進を図る。また、地域コミュニティの

活性化と活動の推進のために地域が主体的に行う活動に対して支援を

行う。

10,146 10,254

(1.9人) (1.9人)

【市民連携室】 65,161 60,419 59,968

35,213 35,019 33,965

4

コミュニティセンター

管理事業

地域社会の文化教養の向上と市民福祉の増進を目的とし、コミュニティ

センターの消防設備保守点検委託、施設改修及び小破修繕費による緊

急時対応の修繕等の管理事業を行う。

51,671 46,739 46,098

(1.9人)

3
町会活動促進事業

町会連合組織への運営補助をはじめ、町会（自治会）会館の建築工事

費・敷地賃借料、行政からの各種連絡文章等の配布・回覧等により町

会（自治会）活動の促進・活性化を図るとともに、町会連合会との各種

調整や、地縁団体認可等を行う。

26,693 26,379 25,205

(1.2人) (1.2人) (1.2人)

【市民連携室】

(0.0人) (0.0人)

【市民サービス課】 35,582 37,729 35,152

59,024 54,546 48,643

6

有明交流プラザ管理

事業

市民の幅広い交流を促進し、市民生活の質的向上及び地域社会の活

性化を図ることを目的として、情報の収集や発信、文化・教育活動の拠

点となる施設の維持管理を行う。

35,582 37,729 35,152

(0.0人)

5

コミュニティプラザ管

理事業

コミュニティの形成を促進し、若者の定住と地域社会の活性化を図るた

め、コミュニティ活動の場として、また、行政や観光物産、イベントなどの

情報を提供する施設の維持管理を行う。

59,024 54,546 48,643

(0.0人) (0.0人) (0.0人)

【市民サービス課】

2,817 2,456 2,453

【外部評価意見】

7

二十歳のつどい開催

事業

若い世代の積極的な社会参加活動などについての支援を継続して行

う。二十歳の輝かしい門出を祝福し、地域社会の新たな担い手としての

意識啓発を図る。

1,397 1,016 993

(0.2人) (0.2人) (0.2人)

【生涯教育課】
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令和7年度　岩見沢市施策評価シート
1

6

【市民意識調査結果】
維持

【成果指標】

　 男女が性別にかかわりなく社会のあらゆる分野に参画し、その個性と能力が十分

発揮できる男女参画社会の実現に向け、普及・啓発や環境づくりを推進します。

担当課 市民連携室

基本目標 地域で支え合う安全・安心なまち

評価

結果
基本施策

男女共同参画社会の実現

9.5 12.2 12.3 22位/32施策⇒21位/32施策

重要度 0.377 0.490 0.557 24位/32施策⇒16位/32施策

目標達成状況 【満足度と重要度による相関図】

重点維持

年度
H30

(2018)

R3

(2021)

R6

(2024)
順位（R3⇒R6）

満足度

R5

(2023)

R6

(2024) 評価
市の審議会等における女性

委員の比率
27.0%

(H29)
↗

地方自治法に基づく市の審議会等にお

ける女性の登用状況
30.1% 31.1% 31.8%

指標名 現状値 方向性 指標の説明
R3

(2021)

R4

(2022)

改善 最重要改善

改善度 ‐3.00 0.480 2.86 16位/32施策⇒14位/32施策

-

市職員の女性管理職の割

合
9.4%

(R2)

19.0%

(R7)

岩見沢市における管理的地位にある職

員に占める女性職員の割合
12.2% 13.6% 14.6% 18.3% Ａ

32.9% Ａ

女性の労働力率
44.6%

(H27)
↗

国勢調査における、市内の女性 15 歳

以上人口に占める労働力人口の割合
46.8% - - R8調査

分析

・市民意識調査における「満足度」は相対的に低いが、本施策に対する満足度との関連性を示す「重要度」は中位に位置している。改善度は

比較的高く、これまで以上に施策の推進が求められる。また、年齢区分別では、24 歳以下の満足度がやや高い傾向にある。

・市の審議会等における女性委員の比率については、公募制の導入等による女性委員の登用を図るよう各課に働きかけを行い、現状値より

5.9ポイント増加、昨年値より1.1ポイント増加した。【R6 女性委員比率　　岩見沢市32.9％、道内市町村24.8％、北海道35.3％、全国

42.0％】

・市職員の女性管理職の割合については、6名増え、3.7ポイント増加した。

・「セクシャル・マイノリティ」の言葉の認知度について、セミナーや学校・地域での出前講座の開催、学校教育での多様な性に関する周知や

報道などにより、社会全体の関心が高まり市民の認知度が進んだ。

取組と

成果

・市の審議会等における女性委員の登用については、庁内各課に対し結果を報告し情報提供を行うとともに、公募制の導入などにより女性

委員の登用促進に向けた取組みを行うよう働きかけを行った。

・市民フォーラムやセミナー、パネル展示等の啓発活動を行うとともに、女性団体への活動支援を継続して行った。

・DV被害者からの相談を男女共同参画担当の専用電話（ダイヤルイン）で受け、関係各所と連携を図りながら迅速に対応し必要な支援を

行った。（ R5:18人、延220回　R6：17人、延247回）

・広報いわみざわ、市オフィシャルサイト、デジタルサイネージへの記事掲載、市立図書館にて男女共同参画に係る書籍の展示を実施し、男女

共同参画やＤＶの相談先等の情報発信を行った。

・パートナーシップ宣誓制度について、多くの方が利用しやすいよう自治体間ネットワークに加入し、要綱の一部改正を実施した。（宣誓実績

1件）

・LGBTセミナーの開催、初任者研修での講義等、性の多様性や窓口等での対応方法について周知啓発を行った。

・生理の貧困対策事業では、生理用品の無料配布を通して、困難を抱える女性への相談や支援を行った。

現況と

課題

・女性委員の登用については、委員の要件について条例等の改正が必要な場合や、専門性や該当分野への精通が必要で公募制の採用が

なじまない場合がある。関係団体からの推薦により委員を委嘱している場合は、関係団体内部での女性の活躍推進が必要である。

・性の多様性や性的少数者への理解促進のため、パートナーシップ宣誓制度の周知や啓発活動の継続が必要である。

- 90.1% Ａ

●成果指標の評価を4区分で評価（平均点）A:4点　B:3点　C:2点　D:1点

　　　Ａ：現状値及び昨年値ともに向上　　　　　　　　　Ｃ：現状値より向上したが、昨年値より低下

　　　Ａ：現状値より低下したが昨年値より向上　　　   現状値より低下したが、昨年値とほぼ同数

　　　Ｂ：現状値及び昨年値とほぼ同数　　　　　　 　　Ｄ：現状値及び昨年値ともに低下

成果指標評価 4.0 A

「セクシャル・マイノリティ」の

言葉の認知度
80.0%

(R1)

90.0%

(R7)

LGBTを含む性的少数者を表す言葉を

認知している人の割合
75.3% -

現

状

維

持

順調

概ね順調

やや遅れ 現状維持

遅れ
成
果

進捗 1 2 3 4

1

2

3

4

・満足度～全回答数に占める満足と回答した割合（数値が大きくなるほど満足度の度合いが高くなります。）【0～100】

・重要度～施策全体の満足度と個別施策の満足度の相関関係により指標化（数値が大きくなるほど施策全体の満足度との関係性が強く、重要度が高くなり

ます。）【-1～1】

・改善度～重要度に対する満足度の水準から改善の必要性を指標化（数値が大きくなるほど改善の必要性は高く、数値がマイナスの場合は改善の必要性が

低いことを示します。）【2024年調査：-30.68～21.78】

重要度偏差値

満足度偏差値

R6

外部評価対象施策
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●重点事業の評価を4区分で評価（平均点）A:4点　B:3点　C:2点　D:1点

【達成度】 【有効性】 【効率性】

A 十分である 非常に有効 改善の余地なし

B 概ね十分である 有効 概ね効率が良い

C やや不十分である やや有効でない 改善の余地あり

D 不十分である 有効でない 大きく改善の余地あり

（単位：千円）

事業評価 3.0 B

事務事業一覧

事務事業名 事業概要
事業費

上段:事業費　中段:職員数　下段:総事業費（人件費含む）

R4実績

男女共同参画社会推進

事業

・男女共同参画川柳コンテスト　33人85作品

・男女共同参画情報誌　5,500部発行

・男女共同参画市民フォーラム　70人

・男女共同参画週間パネル展　１回　、パープルリボンパネル展　1回　関係書籍展示　２

回

・地域づくりセミナー2回（LGBTセミナー 19名、ハラスメント防止セミナー22名）

・初任者研修 １回

・出前講座 11回

・ＤＶに関する相談　17人、延べ247回対応

・パートナーシップ宣誓制度開始（R5.2.1～）

・パートナシップ宣誓制度要綱一部改正（R7.4.1～）

・生理の貧困対策事業開始　生理用品901セット配布、相談対応22件

・第3次男女共同参画実践プラン中間見直しアンケート実施　（回収率 市民：31.8％、

企業44.6％）

Ｂ Ｂ Ｂ

【市民連携室】

今後の

方向性

・市民に対して男女共同参画や女性の活躍推進についての啓発を継続して実施し、あらゆる分野で男女共同参画の機運の醸成を図ってい

く。

・配偶者等からの暴力の防止や、困難な問題を抱える女性への支援、性的マイノリティに関する理解促進にも取り組んでいく必要がある。

重点事業の実績

事務事業名 事業の実績
評価

達成度 有効性 効率性

(2.0人)

【市民連携室】 17,617 17,891 17,716

【外部評価意見】

R5実績 R6実績

1

男女共同参画社会推

進事業

女性活躍推進計画、配偶者暴力防止計画を盛り込み策定した第３次い

わみざわ男女共同参画実践プランに基づき、男女共同参画社会実現を

目指し、いわみざわ男女共同参画プラン推進市民会議と協働で各種啓

発事業を実施し、女性団体活動支援、配偶者等からの暴力に関する相

談対応を実施。

3,417 3,491 3,116

(2.0人) (2.0人)
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